平成24年度第2回広島市男女共同参画審議会会議録

１　開催日時　
　　平成25年3月21日（木）　午前10時～正午
２　開催場所
　　広島市役所14階第7会議室

３　出席者

　（1）　委員（50音順）（19名中16名出席）

　　　　篠原会長、村上副会長、井上委員、大原委員、北委員、北仲委員、牛来委員、佐藤委員、
龍山委員、橋本委員、中野委員、中村委員、信政委員、平谷委員、前田委員、尹委員

　（２）事務局（広島市）

　　　　人権啓発部長、男女共同参画課長
４　公開・非公開の別

　　公開

５　傍聴者

　　なし
６　会議次第

　（1）開会
　（2）議事

　　　・平成25年度当初予算の概要（男女共同参画施策関係）ついて

　（3）その他

　（4）閉会

７　資料

　≪（2）議事関係≫

　　　資料１：平成25年度当初予算の概要（男女共同参画施策関係）
　≪（3）その他≫

　　　資料２：男女共同参画関連の冊子・チラシ等一覧表（平成24年度）
８　会議要旨
【篠原会長】
皆さん、おはようございます。今日はですね、来年度予算が策定されましたので、その当初予算の概要について、男女共同参画課だけではなく、関連した他部署の予算についても御紹介いただきます。事前に配布させていただいていますので、課長の方から手短に御紹介をいただきまして、皆さんの方から御質問等を受けたいと思っております。
議事にはありませんけれども、前から御要望のありました男女共同参画関連の冊子・チラシといったものについて、どういったものがあるのか、具体的に御紹介いただきたいという御要望が委員の方からありましたので、今日はそれについても御紹介をいただくということになっております。
それでは、福島課長よろしくお願いします。
【男女共同参画課長】
男女共同参画課長の福島でございます。議事の１「平成25年度当初予算の概要について」資料１に基づいて、座らせて説明をさせていただきます。

平成25年度当初予算に計上しております男女共同参画施策関係の事業を整理しておりますが、現在、市議会で審議されているところであり、今時点では案の段階のものということで御了承いただきたいと思います。

この説明方法は、昨年度から取り入れたものですが、当審議会委員から、これらの事業が、実態、現状がこうだから、あるいはどのような目標を掲げて実施するのかわかるようにしてほしい、昨年度の比較があればよりわかりやすいとの提案がありましたので、その意向に沿う方向で整理しております。

なお、これらは全庁照会を行った結果ですが、この時期は市議会はもとより、いろいろな審議会、公益的法人の理事会などが集中的に開催されていますので、関係課の職員の出席は求めておりません。個々の事業の詳細な内容についてお答えはできない部分があるかもしれませんが、御理解いただきたいと思います。

さて、この資料は、男女共同参画基本計画の10本の基本目標ごとに主な事業・取組を記載しております。数が多いものですので、主な事業に限らせていただき、再掲分は除いております。

市の広報や福祉関係など、広く市民を対象とした事業・取組で男女共同参画部分の抜き出しが困難なものは、総予算額を記載し、また、予算がないものも多数ありますが、予算がなくても、やることはきっちりやりますので、それらは「０千円」と記載しております。

白丸印が男女共同参画課の所管、黒丸印が男女共同参画課以外の課が実施するものでございます。

まず、基本目標１の政策・方針の立案及び決定への女性の参画の拡大でございます。

市役所の内部向けの取組が中心であり、予算額がゼロのものが多いですが、引き続き審議会や行政委員会への女性の登用や、女性の管理職への登用など、当課から関係課にしっかり働きかけを行うとともに、中堅職員や新任役付職員などの研修において男女共同参画の講義を行い、また、女性職員の自治大学校への派遣などを行います。

２ページをお開きください。これらの予算額は５７万９千円でございます。

続いて、基本目標２の男女の人権を尊重する市民意識の醸成でございます。

男女共同参画の推進は広い意味の人権擁護であり、そのため、男女共同参画啓発標語の募集をはじめ、人権啓発事業の中で男女共同参画の要素を取り入れるとともに、公民館での指定管理事業として男女共同参画学習会を実施いたします。また、広島市の広報紙「市民と市政」に啓発記事を掲載するなど、市民への意識啓発に努めてまいります。

３ページをお開きください。これら予算額は２億９,８９５万３千円でございます。

続いて、基本目標３の男性、子どもにとっての男女共同参画の推進でございます。
　　各指標の数字は改善傾向は続いているものの、最終的な目標数値までは、だいぶ距離があります。

男性の家庭生活・地域活動等への参画支援の２本の事業は今年度の単独事業でしたので、来年度の予算はありませんが、講座終了後のサークルの立ち上げや当事業で作成したガイドブックを活用した研修の実施など、事業の成果を活かしていくこととしております。

　　学校においては、副読本の活用や男女共同参画の視点に立った指導、プロフェッショナルな人材活用をはじめ、電子メディアと子どもたちとの健全な関係づくりなど、子ども向けの取組を行います。

４ページをお開きください。これらの予算額は９６５万５千円でございます。

続いて、基本目標４の働く場における男女共同参画の推進でございます。
　　各指標の数字は、比較的順調に伸びております。

中小事業所へ人事教育コンサルタント等の専門講師を派遣する事業所向け男女共同参画支援講座をはじめ、創業チャレンジ・ベンチャー支援事業として創業支援を通じて女性の起業を応援するものでございます。

農家向けには家族経営協定の締結を促すとともに、女性農業士の認定を進めてまいります。

　　５ページをお開きください。これらの予算額は５３０万１千円でございます。

　　続いて、基本目標５の地域における男女共同参画の推進でございます。
　　各指標の数字は比較的順調に数字を伸びているところであり、今後、男女共同参画推進センターゆいぽーとの指定管理者と一緒になって力を入れていきたい分野でございます。

広島市からこども会、公衆衛生推進協議会、青少年健全育成連絡協議会など様々な地域団体、コミュニティ団体に補助金を交付しておりますが、主に区役所を通じて役員への女性の登用を働き掛けております。
６ページをお開きください。

事業としては、地域の女性会や母親クラブ等の女性団体、広島市女性団体連絡会議の活動の活性化に向け補助を行います。

また、前回の審議会で男女共同参画推進センターゆいぽーとの活動を紹介させていただきましたが、順調に入館者数、登録団体数は伸びております。引き続き男女共同参画に関する市民の活動・交流の場として、地域における男女共同参画を推進する拠点として、指定管理者が　総合相談、情報提供、学習・研修の支援、調査研究、普及啓発、市民活動・交流の支援などを行ってまいります。
また、ひろしま情報ａ-ネットを通じて男女共同参画も含めた幅広い市民活動、施設の情報を市民に提供いたします。

７ページをお開きください。これらの予算額は９,９３３万４千円でございます。
続いて、基本目標６のワーク・ライフ・バランスの推進でございます。
ワーク・ライフ・バランスという言葉の知名度は半数近くまで来ておりますが、残りの指標は芳しいとは言えない状況です。

　　８ページをお開きください。

男女共同参画情報誌ですが、今年度リニューアルし、総合的な男女共同参画誌として、母子健康手帳の交付時に配布するとともに、市内の事業所約1,300社へ配布いたします。また、男女共同参画事業所表彰として従業員の子育て支援や女性の採用・登用に積極的に取り組んでいる事業所を表彰いたします。

市役所の職員向けにはトップランナー計画として、とりわけ男性向けの取組を強化したいと考えております。
保育園の整備につきましては、私立保育園の新設や増築整備、私立保育園の認定保育園化などにより、児童受入枠７２０人の拡大を行い、入園待機児童の減少を図ってまいります。

　９ページをお開きください。

さらに、留守家庭子ども会、地域子育て支援拠点事業などにより子育て支援や、家族介護教室により家族の身体的、精神的負担の軽減を図るとともに、新規事業として、私立保育園の安定確保に向けた保育士確保対策事業や各区役所にＯＢの保育士を配置して保育の情報提供サービスを行う保育サービス相談事業を予定しております。

１０ページをお開きください。これらの予算額は、新規事業や拡充があり４１億７,４１６万１千円と、４４％の増となっております。

　　続いて、基本目標７の様々な困難を抱える人が安心して暮らせる環境の整備でございます。

　　福祉、雇用関係の事業が中心となっております。１０ページから１１ページにかけて要介護者、障害者、外国人、母子家庭、ニート状態の若者など、様々な困難を抱える人たちに対して、列記しております様々な事業を展開いたします。

　　これらの予算額は８７５億１,８９８万１千円と、５％の増となっております。

　　１２ページをお開きください。
　　続いて、基本目標８の女性に対するあらゆる暴力の根絶と被害者への支援でございます。

　　ＤＶの相談窓口を知っている方は過半数を超えましたが、ＤＶ被害者で公的機関に相談された方は、１３．８％に留まっており、さらなる周知、啓発が必要と考えております。

　　ＤＶ専門電話相談については、現在ＮＰＯに委託して火・木・土曜日に実施しておりますが、１０月からはＤＶセンターの電話相談の一部として、同じくＮＰＯに委託し土、日、祝日に実施したいと考えており、ＮＰＯにおいては相談員の確保に努めているところでございます。

また、DV対策としてリーフレット、携帯カードの作成、配布や民間シェルターに関する補助、緊急宿泊事業を実施いたします。

１３ページをお開きください。

配偶者暴力相談支援センター、いわゆるDVセンターにおいては、女性相談員による電話・面接相談や同行支援、ＤＶ専門法律相談、臨床心理士によるカウンセリングなどを実施いたします。

　　隔年作成の女性の困りごと相談機関案内は来年度作成予定であり、また、新規事業であるデートＤＶ防止対策として交際相手からの暴力、いわゆるデートＤＶの啓発パンフレットを作成し、市内の全高校生に配ることとしております。

　　１４ページをお開きください。

住宅部局との協議により、ＤＶ被害者の一時保護所の退去後は、市営住宅に優先的に入居できる制度が今年１月に創設されました。また、高齢者虐待防止や児童虐待防止、子どもの安全確保のための事業も、引き続き行います。

　　これらの予算額は２４０億７,９１４万７千円でございます。

　　続いて、基本目標９の生涯を通じた健康支援でございます。

　　１５ページをお開きください。広島市健康づくり計画「元気じゃけんひろしま２１（第２次）」が今月中に策定予定であり、この計画に基づき健康福祉局を中心として、思春期の心身の健康、妊産婦や乳幼児の健康管理、不妊治療費の助成やがん、エイズの対策、喫煙対策など、市民の健康づくりに向けた

広い事業を展開することとしております。
　　１６ページをお開きください。これらの予算額は２４億９４８万５千円でございます。

続いて、基本目標１０の平和の発信と国際理解・国際協力の推進でございます。
　　国際社会の中で共に生きていくことができる資質や能力の育成や姉妹・友好都市との交流推進、国際交流・協力事業への助成などを行います。

　　これらの予算額は２,６９７万４千円でございます。

　　１７ページをお開きください。

　　その他、男女共同参画推進センターの管理運営経費や当審議会の経費などで、８,４２４万７千円、この結果、第２次広島市男女共同参画基本計画に関係する事業・取組に係る事業費の計は、１,１８７億６８１万７千円で、今年度に比べ４％の増となっております。
　　説明は以上でございます。
【篠原会長】
はい、ありがとうございました。それでは、基本目標ごとに見ていきたいと思います。皆さんの方から御意見を賜りながら進めていきたいと思います。まず、基本目標１について、御質問、御意見ございますでしょうか。はい、佐藤委員どうぞ。

【佐藤委員】
佐藤です。「審議会における委員数の割合が男女いずれも40％以上の審議会を増やす」が、策定時の40.2％から37.2％に減っているのが、ちょっと残念だなと思います。これはやはり、100％に近づけていただきたいなと。
それには、審議会委員選任の際の事前協議の徹底というのを引き続き、緊張感をもってやっていただきたい。とにかく男性か女性となった時には、女性を選ぶくらいの勢いでやらないと目標の達成は難しいのではないかと思います。前も申し上げたと思うんですけど、例えば研究者なんかで、教授クラスだったら男性しかいないけれども、准教授クラスや講師で若手新進気鋭の方を入れたら女性もいるという場合も多いと思うので、そういうことをきっちりやるということをやってもらいたいと思います。
それから広島市の場合、大学が多いじゃないですか、素人でも差し障りのない分野であったら、大学生とかを積極的に任用されたらいいかなと思います。せっかく広島の大学に進学されても他のところに行ってしまう方も多いので、広島で審議会の委員をさせてもらったらそこで定着するとかいう若い人も出てくると思うので、地域の活性化という意味でも、若い人の登用、特に女性の若い人の登用というのをお願いしたいと思います。実際商店街の活性化で、女子大生で活動されているグループなんかもありますので、ぜひ当たっていただきたいなと思っております。以上です。
【男女共同参画課長】
審議会の男女40％以上を目標に掲げて、これを全てにもっていきたいというのが、最終目標であります。
数字が下がったのは、平成22年度に各区役所で魅力向上推進委員会というのができたのですが、私どもも、熱心に女性を女性をと言って、実際に８区で半数近い委員が女性でした。ところが、昨年度末に廃止になってしまい、一気に数字が下がってしまいました。また新しい委員会を作っていただければチャンスだったのですが、予算がないということで、委員会がなくなってしまいました。
それから、大学生、ぜひとも若い人に審議会に入ってほしいというのは、各審議会、所管課とも思っていますが、具体的な人選となると難しい面があります。ただ、ほとんどの審議会で市民委員を募集しており、この審議会でも市民委員を募集させていただきましたけれども、その時に、大学と関わりのある事業に対しては、大学の方にお願いに行っております。ストレートに特定の大学生を選択するというのは、なかなか難しいところがありますけれども、市民委員の登用の中で、働きかけを各所管課も私もお願いしているところでございます。
【篠原会長】
他の委員の方。どうぞ。
【村上副会長】
女性職員の研修のところなんですけれども、良く使われていていますけれども、お尋ねしたいのはですね、全国的な同じような自治体、よその自治体と比べてこの予算がどのような位置にあるというのかというのを伺いたいと思います。
実は、市の職員とお話した時にやはり研修に対する予算が少ないということで、一所懸命勉強したいんだけれども、なかなか認められないということを漏れ聞きますので、その点教えていただきたいと思います。
【男女共同参画課長】
女性職員向けの研修経費の政令市比較は、今資料がありません。私は以前研修センターに６年間おりましたが、色々な研修機関からパンフレットが山のように来ていました。その中で、政令市の研修担当の会議もありますので、少なくとも他都市の３分の１位は、行っている研修はぜひ行かせたいということで、予算取りの努力は致しました。現在、女性職員向け、女性職員限定の研修というのもいくつかあります。例えば自治大学校とか、千葉にあります市町村アカデミーとか、大津にある国際アカデミーとか。そこそこに、予算は取っていると思いますが、政令市比較はちょっと分からないので、また文書の方で回答させてください。

【篠原会長】
予算が50万円ですよね。それで、市の女性職員何人いるんですか。
【男女共同参画課長】
4割ですので、5千人弱。

【篠原会長】
ここに全国規模のと書いてありますよね。そうすると、国立女性教育会館（NWEC：National　Women 's　Education　Center）とかへ１泊研修行ったとして、研修費を入れて、10万円として、5人ぐらいしか年間で行けないわけですよね。50万円という金額で言ったら。これを絶対額でみた時に、非常に少ないという印象を、受けました。これ以外にも、例えば、個人の職員ごとに、研修費が一人当たり10万円ずつ付いているとかですね、そういうことであれば、またこれは案内の仕方で、男女共同参画課に関する講座やセミナ―に自ら行ってみようかなというのはあるとは思うですが、そういう個人の分がなくて50万円というのは、私はいかがなものかなと思います。
【男女共同参画課長】
今の質問について、二つに分けて整理させてください。研修センターが新規採用研修とか、4年目研修、係長研修などの研修の中で男女共同参画の科目を盛り込んでいます。男女共同参画や人権の科目の講師依頼は当然私どものところに来ています。この経費はゼロです。
次にここに書いてある特定の女性を人事課が選考して自治大学校等へ行かせていただくという、経費がこの額です。自治大学校に限ってみますとね、年間おそらく男性と女性合わせて、4人ぐらいしか行っていないと思います。かつては、十人近く行っていたと思うんですが、4人の中で、必ず女性という女性枠というものがありますので、1人は必ず女性。残り3人の中で男性が来るか、女性が来るかというのは、人事課の選考になりますので、分かりません。そういった意味では、女性限定枠の総額は多くはなく、また、自治大学校に行く人数も減って、派遣経費も減っているのは事実です。その中で、女性限定の枠の１人はずっと維持をしている状態だと思います。
【篠原会長】
自治大学校に行くというのは、どれくらいの期間で、どれくらいの費用がかかるんですか。

【男女共同参画課長】
実際、そんなに経費はかかりません。三食宿舎で食べることを前提に旅費の計算をしますので、1泊せいぜい1,500円から2,000円、プラス食費ですね。長いのは、半年コースがあるんですが、短いのは、3週間ぐらいです。短いのは、10万円もかからないと思います。長いものも女性限定にはしておりませんので、数字には入っていないと思います。

【篠原会長】
では、今言われたような経費で50万円。皆さんの研修が、研修センターとか県の研修とかあるのは、分かります。研修というのが、民間事業所と比べてこういった職員の育成という意味での研修をどの程度費用をかけているのかという比較、少し印象で結構ですからお聞かせください。
【男女共同参画課長】
以前、篠原会長から御指摘がありましたが、研修センターが支払う経費とは別に実際職員が研修に行けば、その研修の時間分、職員の人件費を研修センターが取っているわけです。それらを入れた比較になろうかと思います。広島県は広島県の研修所がエソール広島の建物内にあります。広島県の研修所も県の職員のみならず、県内市町の職員も受講しております。広島県と広島市の研修を比べたら、研修時間はおそらく広島市の方が多いと思います。
政令市の比較ですが、うろ覚えで申し訳ないんですが、政令市になったのが昭和55年で、その時に一気に研修を増やしました。その時は、多分政令市で一番だったと思います。それから徐々に減っておりますけれども、少なくとも、真ん中以上には位置しているんじゃないかなと思います。
市の職員の研修の場合は、繰り返し繰り返しの部分が多いんです。男女共同参画、人権、公務員倫理。何が正しくて、何が悪いのかというのは一概には言えませんし、社会情勢によっても変わってきますので、何年間かおきに繰り返し繰り返し皆さんに認識していただきたい。男女共同参画についても個々の職員が自分たちの仕事の中で、男女共同参画の精神を活かしてほしいと。そういう気持ちでレジュメを作り、私も話をさせていただいております。ちなみに今年度私を始め、部長や課長補佐も含めて20回くらい講義に行きました。市民向けの出前講座にも行っておりますけれども、市役所の職員向けの講義は、そのくらい毎年行っています。
【篠原会長】
はい、ありがとうございました。他に。村上副会長、どうぞ。

【村上副会長】
ここだけに時間を取りたくはないのですが、先ほどのお答えの中に、女性枠の予算がこうですよとおっしゃいましたね、男女問わず研修があった時に、先ほど審議会のところもパーセント目標をあげてますけれども、男女で性別を加えない研修の時もですね、なるべく女性を配慮して研修に出していただきたいと思います。これは色んな職員の方々のお話を聞いてて感じていることですので、お願いしていきたいと思います。

【男女共同参画課長】
分かりました。

【篠原会長】
基本目標１についての項目で他になにか御質問ございますか。
ないようですので、私の方からですが、4ページの「民間事業所における女性管理職の割合を増やす」ですが、現状で16.8％、目標が10％。広島市における女性管理職の割合が現状が10.8 ％、民間よりも6％低いですね。目標数値は、16％になっています。民間は、10％です。この逆転は問題ですよね。トップランナー計画がどういう風になっているのか、基本目標ごとにと言いながら、横断的に見ないと分からないような、トップランナー計画とは何かと言えば、率先垂範ですよね。市が民間事業所や民間団体にまず率先して範を示すということで、トップランナー計画というのがあるという風に思います。ここをこの審議会では、これまでも強く強調してきたと思います。男女共同参画推進員ということにしても、市の職員全員が推進員になれば、広島市推進員計画に１万人に手が届くと、何度もこの審議会で言っております。
やはり、結果ですから、数字、目標を含めて、何で民間事業所がこんなに急速に女性管理職を増やしているのかということ。このことは、私も何度か言わせていただいておると思うんですが、ダイバーシティなんですね。課長職が50代の男性ばかりだったら、そこからはもう同じような発想しか出てこない。だから女性の力というか、知恵というか、異なる集団から色々な考え方が入ってこないと、組織が活性化しない。企業がそこのところを非常に強く意識し始めているのが、この5年間です。5年か7年前ぐらいですかね。2005年くらいからです。やはりダイバーシティの重大さみたいなものを、市が気づいていない、気付いていてもそれができないのであれば、組織全体の問題だろうと私は思っています。このことを数字をどう改善していくのかというのが、早急にですね、男女共同参画課の方で、どうしたらいいのかという具体的な解決策を考えて、市長がトップの本部会がありますよね。男女共同参画の推進体制の本部。そこへ諮っていく。企業で言えば、全社的な問題で、ここでは全庁的な問題だろうという風に思っております。遅々として進まないという、一体なぜ女性を登用しないといけないのかということから、もう一度考え直さないと多分このまま民間事業所との差が開いていきますよ。目標年度には、おそらく30％に民間事業所はなるでしょう。それにも関わらず、こちらは16％、その半分で満足していたら、率先垂範ということにはならないと私は思います。よろしく御検討ください。
【男女共同参画課長】
わかりました。市の職員の管理職における女性の割合ですが、10.8％、人事課とも話をするんですが、課長になろうと思うと課長補佐にならないといけない、係長にならないといけない、いわゆる係長以上を役付きと呼んでいるんですが、役付きは３割くらいになりました。ここ10年くらいでも女性職員の管理職の割合は、倍に、かつては5％くらいだったんですが、増えています。徐々に増えていますが、正直遅いと言われればその通りかもしれません。最終的に16％の目標をたてていますが、今の職員構成上、早急にそれ以上のものは、しんどいかなと思います。ただ最近は、広島市職員の採用数における女性の割合が、過半数にいっています。次の男女共同参画基本計画の改訂では、目標の引き上げも検討の対象となりうると思っております。
【男女共同参画課長補佐】
補足ですけれども、今課長が申し上げたように、広島市の管理職における女性の割合は、10.8％です。一方で、民間の方は、広島県の職場環境実態調査の結果によると、101人以上の規模の事業所では16.8％となっています。広島市は、職員で言えば1万人を超える規模の職員数を要する団体、事業所になるわけですが、県の調査の内訳でみますと、301人以上の民間事業所、女性管理職の占める割合というのは、24年度で7.5％となっています。比較的規模が小さいと言ったら失礼かもしれませんが、300人以下の中小事業所については、割と進んでいるといった傾向というのがあるんだろうと思います。一方で、301人を超えるようなところでは、7.5％という数字になっておりまして、広島市が良いというつもりはありませんけれども、規模別の比較ということで言うと、そういう数値になっているということでございます。
【篠原会長】
私が言いたいのはですね、姿勢の問題なんですよ。こういう数字だと。それこそ企業で、グローバル企業と言われているところは、3年とか5年で期限を切って、例えば今5％しかない女性管理職比率を30％にするとか、そういうことを本気でやっているんですよ。この5年、７年前からですか、2005年くらいからですか、広島市の姿勢とそういったグローバル企業だからできるというんではなくって、姿勢の違いなんですよ。それはなぜか。何のために女性を管理職登用をするかということの、意味とか、意義とかを理解してないんですよ。だからこんなことになっている。と私は、思っているんです。これは、組織全体の問題であり、課題であると思いますので、私はやはり、推進委員会でしたか、市長をトップとする、そこで本気で取り組まないとこの目標数値どころじゃない、民間事業所からどんどん遅れていくと、私は思います。
広島県内というのは、他の都道府県と比べてまだまだ、管理職の割合が低いとか、中小企業が多いというのもよく分かります。分かった上で、率先垂範、本気で私は、男女共同参画推進員１万人計画ということで、当初、1999年、条例をつくるということで、委員をさせていただいております、その当初から言っております。つまり、広島市の職員自身が変わらなければ社会を変えるなんて、とてもできないですよ。男女共同参画社会づくりというのは、社会を変えることです。そのためには、広島市の組織全体を変えるんだという意気込みがないと、いつまで経ってもこの結果は後追いになると思いますよ。厳しいことを言っていると思いますが、10年以上、この審議会委員という役職をさせていただいた時から、言っていることです。
この世の中が本当に、2005年くらいから変わってきているということを、しっかりと受け止めていただきたいと思います。国が大きく舵を切ってきているんですね、同時にグローバル競争の中で企業自身が女性の力を必要としているんだということを気付いてきているんだと思います。建前ではなくてですね、引き続きよろしくお願いします。
すみません、長くなりました。基本目標2に移りたいと思います。御意見ございませんでしょうか。
【井上委員】
基本目標5でもいいでしょうか。
【篠原会長】
どうぞ、基本目標の5だそうです。

【井上委員】
「自分の住んでいる地域のコミュニティ活動に参加する市民の割合を増やす」というところなんですけど、減ってますよね。
実は私、今年度学校の役員になったんです。それで色々な話を聞いたんですけど、私こども会に入っていなかったんです。私は、近所の人に聞くとこの辺はこども会、ないのよと言われたので、あっ、そうなんですかと思っていたんですけれども、5軒上くらいは、子ども会があったんです。地図を見せてもらうと、ちょうど私が住んでいる20軒くらいがぽっかり穴になっていて、ここだけ子ども会がない区域だったということが、最近分かって、役員にならなかったら、分からなかった話なんです。近所の人に「ちょっと知ってる、こども会あったんよ」「そうだったん？みんなてっきり入ってないものだと思っていた。」と聞いていたんです。それで、他のこども会の人たちに、「じゃあ、私、こども会に入った方がいいかしら？」と聞くと、こども会の役員を実際担当された人に聞くと、「子どもの数はどんどん減っているにも関わらす、それなのに、役員ばっかりが回ってきて、本当にしんどくて仕方がないから、入らんでいいなら、入らない方がいいよ。」と言われてしまったんです。それで、子ども会の役員は女性ばっかりなんです。学校の役員もそうなんですけども、いざやってみると、まぁこれからなんですけど、結構自腹の面も多くてプリンタやら何かに印刷して、周囲のお母さんたちに配らなければいけない。「じゃあ、プリンタの代金とかは？」と聞くと、「ああ、それ、自分持ちなんよ。」と言われて、びっくりすることがあって、なのに、その時要約筆記をしてくださったお母さんは、別の小学校の方だったんですけれども、「そこの学校は、そうなの。うちの学校は、学校側が持ってくれるようになっていたわよ。」と、地域によってかなり差があり、また住んでいる人もあまり周りの人と深みに入らないように付き合っていて、特にお金の面で、面倒なことがからむとみんなあんまりしゃべらないようになっているので、実際奥に入る役員にならないと分からないということがあるんです。今役員になったものの、もっと分からないことがあるんじゃないのかなと思うんです。ですから、そこのところは区の方から入ってもらってもう少し、指導をしてもらうようにしてもらえないかなと思うんです。下の立場の人間が言うと、「もう言いにくよね、上の人たちはベテランだし」また下手なことを言うと、この組織にずっと関わっていかないといけないのかと思うと、1年間の役員だけ辛抱した方がいいよね、というような感じになるので、そこを考えてもらえないかなと思いました。
【篠原会長】
はい、ありがとうございました。

【男女共同参画課長】
地域のコミュニティ活動、私もここに来る前は、東区役所におりまして、この仕事をしていました。コミュニティ活動と聞いて皆さん一番に思い浮かべるのは、町内会だと思うのですが、町内会はまだ、全地域にあります。ただ、加入率がもう3分の2を切りました。子ども会は、井上委員の言われたとおり、全部はありません。小学生の内、子ども会に入っている割合は、過半数いくかいかないかだったと思います。実際コミュニティ活動というのは、子どもを通してというのが、一番やりやすいので、町内会と子ども会は、私も色々会合に出て話をさせてもらったんですが、井上委員の言われたとおり、地元からは役員になったらやれんと言われます。加入率という点では、少子化というのは、理由になりません。一方で、学校の安全、安心の必要性は叫ばれていますので、おじいちゃん、おばあちゃんはよく街頭に立っていただいています。それらの人に頼んで、子ども会の協力をお願いしたこともあります。すみません、特効薬はないんですが、あの手この手をやって子ども会の加入率をなんとか維持していきたいと。これは、所管課は生涯学習課ですが、区役所も同じように思っています。子ども会に補助金もある程度出しているんですが、十分ではないと言われます。しかし、全額補助という時代ではないので、自己資金が5万円あれば補助を5万円出して10万円の事業をしてもらう。もちろん印刷経費を含めてです。今はそういう仕組みになっています。加入者が減れば、自己資金の5万円が4万円になって、市の補助も4万円になって、8万円の事業ということで下がってしまう、悪循環が生じているのですが、個別に町内会の協力を得ながら、何とか子ども会の活動が充実するように願っています。
【篠原会長】
ありがとうございました。井上委員のお話は、最もだと思います。この基本目標２との関連で言うと、市民意識というものをですね、社会を自分たちで構成しているだけじゃなくて、積極的に参画していくんだと。この男女共同参画社会基本法ができた時に、素晴らしい部分として、市民、国民一人一人が社会を作っていくという意識、こういうものを持っていくんだということだろうと私は、思っています。参画意識というこの市民意識の醸成という、ここでは男女の人権意識に関するものですが、基本目標５の地域のコミュニティもそうなんですが、段々と今、市民一人一人の意識が、例えば何とか今、自分たちの町が高齢化に対応するように頑張っていくぞというのが、あると思うんですね。それと同じように、ここの基本目標２に出ていることが、従来からの、広報媒体を通してのものからもう一歩踏み込まないと、多分この市民意識の醸成というところに届かないんじゃないかなというのを、井上委員の話を聞いていて感じます。役員になってみて、初めて分かるということですよね、その辺りも含めて男女共同参画というのを市民に意識として定着させていくというのは、まだまだ大変だろうと。
特に基本目標及び指標の2番目ですよね。平等な社会になるというのは、この男女共同参画社会基本法のベースですよね。なぜならば、男女共同参画社会について、英語ではGender Equal Societyという言葉を使っているわけです。男女平等社会です。日本政府でさえ、英語で言っているわけです。そのことだけ言うと、この50％という目標自体が、まだ低いかもしれませんが、現状は惨憺たる状況ですよね。やはり、市民生活をどうやって見直していくのか。というのは、広島市の役割だろうという風に私は思います。広島市が、日本中から、あるいは世界中から魅力ある政令指定都市として、認知されれば、人口も増えますよ。みんなこの町で暮らしたいと思うと思います。やはりこのままで良いんだろうかという、本当に男女共同参画課からもですね、広島市全庁職員に対する強いメッセージが欲しいなと、私は井上委員の話を聞いて、そこまで考えるかと言われるかもしれませんが、思います。よろしくお願いしたいと思います。
他に何かありますか。どうぞ。
【尹委員】
韓国では、町内会の会長に国からお金が支払われます。日本だったら、すぐにボランティアにお願いして、ボランティアボランティアとおっしゃるんですけれども、韓国だったら、町内会長には給料が支払われるんです。そりゃ、たくさんではないですよ。月1万円とかですけれども。そうなると町内会の会長の選挙があったりとか。1万円が欲しいわけではなくて、その分区役所の方からも、あなたに任せているんですよとか、町内会とみなさんとの連携を会長がやってくださるんですよね。本当にボランティアでやってくださいに時代が変わっているので、参加してくださいだけではなくて、参加する人には、コピー代を出しますよとかある程度のことは出さないと、これは続かないと思います。私も町内会には入っていましたし、何か当番でお金を集めに行ったりとか、子ども会もやっていましたけれども、個人負担が何だか多すぎる。

【男女共同参画課長】
町内会長への報償費ですが、役所の非常勤職員として委嘱して、あなたは市の職員ですよと位置付けて報償費を払っているところもあれば、ただ単純に町内会の活動に補助金を出しているところもあって、バラバラなんです。広島市は、町内会長に直接お金を渡すこともせず、町内会の活動に補助金を出すこともせず、町内会がコミュニティ活動の本丸と言ったのですが、金銭面に関しては、実は何もしていないんです。私は、昭和56年に市役所に入りまして、最初にコミュニティ、町内会の仕事をしたのですが、当時も激論がありまして、皆さんも御存じかと思いますが、戦争中の町内会が監視組織になっていた、古くは江戸時代の5人組にさかのぼります。行政と町内会の関係がこれでいいのかという意見も強く、大都市は、ほとんどお金は出していない。農村部に行けば、出している。これは、歴史問題が根にあるので、何とも市の職員の立場から言いにくいのです。町内会長さんの役割がものすごく大きいのも事実です。町内会長さんが社協のメンバーや老人会のメンバーも兼ねていますので、そこら辺でどういう風に全体でうまく整理させるか、市の関係課は私も含め悩んでいます。言われることは、もっともなんですが、答えになっていないかもしれませんが、こういう実情があります。
【篠原会長】
他に。佐藤委員。

【佐藤委員】
コミュニティの関係で言ったら、民生委員の問題もあると思うんですよ。民生委員の成り手がないということを地域の方から伺っておりまして。最近では、女性の委員の方増えていると。男性がやりたがらないからという皮肉の部分もあったりして。でも、それではいけないと思うので、民生委員の報酬というのは、多分決まっていると思うんですよ。条例で。例えばちょっと上げてあげたら良いと思うんですよ。地域のコミュニティの活動という意味で言ったら、民生委員の報償費ですよね、僕も県庁にいた時は、こんなんでいいのかなと感じておりましたので、ぜひ広島市には御検討いただきたいと思います。
【男女共同参画課長】
色々なコミュニティ団体、さっき一つは言いましたけれども、民生委員というのは、厳しいですね。業務内容がだんだんと増えています。民生委員・児童委員は法律の裏付けがありまして、法律の裏付けがあるからこそ、若干の報酬が個人に支払われています。国家の制度で、法律を変えないとどうにもならない部分があるのですが、私も民生委員・児童委員協議会の方に男女共同参画課長として出席して、ＤＶ対策などお願いしております。ずっとやっている方から、どんどん仕事が増えて、またＤＶもやらされるのかいね、と言われます。そこは、すみませんがとお願いするしかない状態です。所管は健康福祉企画課ですが、こういう苦情はたくさん受けておりますので、認識しています。
これも答えになっていなくて、申し訳ないんですが、こういう実態です。佐藤委員の御指摘は承知しております。
【篠原会長】
他にございますでしょうか。どうぞ。

【前田委員】
基本目標10までたどり着かないような気がするので、飛ばしてでも申し訳ないんですけれども、目標4のところの、5ページですが、「市の研究機関や医療機関等における女性職員の登用」というところで、予算がゼロになっています。全体的な比率からすれば予算的な措置ができないのかなとも思いますが、ここはなしでどういう具体的な活動ができるのかというのを教えていただきたいのと、それからまた前に戻って申し訳ないのですが、1ページの一番下のところに、「管理職の登用についての目標数値の設定」というところで、9千円ですよね。9千円というのは、一体何に使われるのか、まだゼロの方がとも思ったのですが、すみません、その2点について教えてください。
【男女共同参画課長】
最初の「市の研究機関や医療機関等における女性職員の登用」についてですが、これは理念として、あえて表出しをしたいわけです。市の職員を採用する時に、女性が何人で男性が何人というわけにはいきません。ペーパー試験と面接で決まります。実際に女性が5割を超えたのは、事実ですが、その中でも研究機関や医療機関で女性を増やしたい、という理念を明確にしたいことからここに出しています。それで実際にどうかと言われたら、例えば市民病院の産婦人科の先生は、女性が過半数を超えまして、あとは研究機関の工業技術センターとかいわゆる研究組織的なものもありますけれども、これも女性を増やしていきたいという気持ちが予算ゼロですが、ここに書かせて頂いている次第です。

【前田委員】
以前ですね、教育委員会の関係になるのかもしれませんが、高校生向けとかにキャリア形成になるのかもしれませんが、科学技術分野の方の講演会みたいなのとか、イベントとか高校とタイアップしてとか活動をされていたような記憶があるのですが、そういうのは、今はもうされていないのでしょうか。これも、登用ということになっていますけれども、そういう分野の女性を増やしていくというのが、元々あり、そのために教育委員会だったと思うんですけれども、そのような活動をされていたと思うので、それが今でも続いているのであれば、こちらの予算はなくても、トロ火であってもずっと続いているのかなと思ったんですけれども。
【男女共同参画課長補佐】
今、前田委員から御質問があった点について、私の方から回答いたしますけれども、これは基本目標の３に男性、子どもにとっての男女共同参画の推進というのがありますが、それの基本施策の４のあたりに、子どもの頃からの男女共同参画の推進というのがありまして、今前田委員から御紹介のあったその道のプロの方に講義をいただくとか、お話を聞くとかそういった事業というのは、教育委員会の方で継続してやっております。

【篠原会長】
４ページの一番上にある、「プロフェッショナル人材活用事業」のことですね。
【男女共同参画課長補佐】
そうです今、会長の方からありましたとおり「プロフェッショナル人材活用事業」というのが、前田委員がおっしゃったものに該当するかと思います。
【篠原会長】
30分ほど時間が経ちましたので、今、前田委員が言われたように基本目標ごとにやっていくと、とても10まで行かないだろうと。皆さんに、１つずつあるいは複数でも、御意見御質問をいただきながら、進めていきたいと思います。北委員どうぞ。

【男女共同参画課長】
すみません、さっきの「管理職の登用についての目標数値の設定」の9千円なんですが、これは課長級職員研修の数字です。研修センターの課長級職員研修の経費です。
【北委員】
目標3の方で、24年度に、イクメン・カジダンとプラチナの2つがあったと思うんですけれども、25年度は特に何も予定はないのでしょうか。

【男女共同参画課長】
今、3ページの男性の家庭生活・地域活動等への参画支援のイクメン・カジダンとプラチナの2つの事業があるのですが、事業的には、1年限りの単年度事業です。もっと言えば、大本の公募提案型協働モデル事業、市民活動推進課が所管ですが、これ自体が今年度末で、廃止になります。でも、このまま終わってはいけませんので、最初に2つ団体に委託をする際に、1年ぽっきりで終わるようにはしてほしくないですよ。向こうの団体からは、それぞれの修了生をグループ化して市民活動団体化しますと、この事業により、グループを立ち上げ、活動を繋げていきますと答えをいただいています。プラチナ世代の方もそういう市民活動化はやっていただいていますし、ここでガイドブックを出版いたしましたので、これを研修教材として使います。ここの修了生がそれがテキストで公民館に出向くというようなことを予定しています。事業そのものは、今年度でおしまいです。
【北委員】
となると、所管の部分で白丸が一つしかないので、25年度は目標3については、男女共同参画課としては、予算があるという取組はないのですね。
【男女共同参画課長】
具体的には、ないです。

【篠原会長】
新規のプログラムですよね、ある意味これが成功したんだと言うんであれば、2期目のプログラムがいるかどうかですよね。新規のプログラムが常に、これでいくとそれぞれ１００万円くらいの予算ですが、確保して、テーマを変えながら、そして切り口を変えながら継続してはどうでしょうか。新規のプログラムを昨年、最初に聞いたときは、非常にいいなと思いました。さらに、継続性を持たせるという発想も非常にいいなと思ったんですね。でも大本の男女共同参画課の方でこれで終わりというのではなくて、常に新規のプログラムを考えていくということも大切ではないかなという風に思います。
【男女共同参画課長】
気持ちは全く同じです。男女共同参画課としては、予算は持っていませんが、例えば公民館、指定管理業務、生涯学習課が未来都市創造財団に指定管理料を渡し、その中で男女共同参画講座を必ず1回、3回コース、4回コースでも良いんですが、必ずやってくださいと。現に今でも、やっています。実はこのプラチナ世代の事業も、古田公民館とセットになってやっています。今後も市内の公民館を巻き込んでやっていこうとしています。男女共同参画課として、予算はないのですが、そういうベースがありますので、よその予算を使わさせてもらって、事業が進んでいけるように、やって参ります。

【北委員】
プラチナ世代の方は、これからあると思うんですけれども、僕も関わらしてもらっている、イクメン・カジダンの方で、パパれもんというサークルがあるんですけれども、事業があったその半年間というのは、動きがあったんですけれども、今はもうほとんど投稿がなかったりして、そういう部分でどちらかと言うと、目標2の平等と感じるという部分に直接かかわってくるような、事業になってくるのかなと思いますので、もう少し意識してもらいたいなと思います。
それともう１点が、7ページの目標６のワーク・ライフ・バランスの部分で、先ほど言われた管理職のところなんですが、男性の育児休業で市の職員に対して民間の方が意識が髙いというのがすごく気になるというのと、あと１点、2.5％から3.7％に上がってはいるんですけれども、実際平均して何日くらい市の職員は取られているのでしょうか。
【男女共同参画課長】
給与課に教えてもらいましたが、長くて3か月くらいだったと思います。短いのは、一週間とか10日とかですね。北委員が言われたとおり、このパーセントは、分母は、子どもが生まれた男性職員で、分子が育児休業を取った男性職員の人数です。委員の御指摘は見かけの数字もさることながら、実質どれだけ取っているかということですが、一昨年とその前の年は本当に少なかったです。1か月超えた人がいなかった。今回、23年度ですが、人数的にも倍近く増えて、期間も1か月以上の人も何人かおられますので、実質的には延びていると理解しております。ただ、給与課も努力していますが、なかなか目標に届かない。

【北委員】
僕の知り合いで、民間の方で、半年とか1年とか、そういう人に限って良かったと周りの人に言っているので、1週間2週間と年休と変わらない部分で、周りの人に良く言わない人も1か月２か月取ることで、周りの人に良かったよということが求められるのかなと思います。
【男女共同参画課長】
市役所では、人事課や給与課が取りなさいと言って、所属でも取ってねと声をかけます。親子のふれあいという点では、最初の1週間が大きな意味をもっており、ぜひ１週間だけでも取ってほしいなと思います。
【北委員】
何のためにとるのかという部分を周知して。
【男女共同参画課長】
そうですね。

【篠原会長】
ありがとうございます。他の方にも色々と聞きたいと思います。龍山委員、保育園関係かなりの増額ですが、いかがですか。

【龍山委員】
待機児童があるということで、民間の方も頑張って次から次から、増やしていっているのですが、追いつかないというのが現状です。ただ、市全体でみると総定員に対してはどうなのかとみると、実は足りているんです。場所によって地域差があるということで、待機があるというのは、そういう安佐南区とか西区であります。この25年度、この予算を付けて頂いているんですけれども、追いつかないというのが、現状にあります。
ただ、先ほどからお話を聞かせて頂いていて、気になっているのが、どうも子ども会にも入らない、育児休業にしても取らない、取りたくても取らないのか、子どもに対してどういう風に思っているのか、取りたいと思っていてもというのが、非常に微妙なところがあるのだろうなと思います。

【篠原会長】
経済的なことですかね。
【龍山委員】
経済的なこともですね、はい。

【篠原会長】
一人が休職するよりかは、二人で働かないとやっていけないという。
【龍山委員】
そうですね、それが大きいと思います。自分の仕事を失う、ワーク・ライフ・バランスが本当に進んだら、保育所もこんなに多くなくていいんじゃないかなとも思いますし、子育てをプロに任せるという意味ではそれぞれ責任を持ってやっていきますが、本当にそれでいいのか。親って何のためにとか、そういう思いはあります。ただ、子ども会とか町内会とかいろいろな意味で難しくなっている。結局、地域が地域でなくなっている。民度もどんどん落ちてきている。市民意識というか自分の役割という思いが、なくなっている結果がいろいろなところに出ているんじゃないかなと思います。ですから、啓蒙とか啓発とかも我々の仕事と考えています。子育てのお手伝いをさせていただくという意味では、まだまだやることは多いのかなと思います。

【篠原会長】
続いて、橋本委員。

【橋本委員】
実は、情報提供というか、先ほど、会長がおっしゃたとおり、女性の管理職を増やすという点では、本年4月から民間事業所に対してポジティブアクションの取組を進めることとしておりますので、ぜひ率先垂範でお願いしたいなと思うんですね。それともう1点が、厚生関係の事業になるんでしょうが、保育の関係で予算は増えているんですが、私のところに来ていただいている非常勤の方なんですけれども、勤務日数が17日ないと入園させてもらえないと、かなり厳しいと。この辺、市は御理解いただいていると思うんですが、そういう状況の中でこの予算で足りるかどうかというのを私の職場の関係なんですけれども、ちょっと教えていただきたいと思います。
【男女共同参画課長】
保育園関係なんですが、総人数の定員は確保しているんですが、場所の関係で足らない、これは事実でございます。今年度は、400人弱定員を増やしまして、来年度は、720人増やすことになっております。場所の関係もございますが、確かに安佐南区のアストラム沿線が厳しい状況でありますので、720人の定員のうち結構な割合が、安佐南区の方へ重点的に配分をされています。ただ、私立の保育園の補助の関係もございますので、引き続きよろしくお願いしたいということでございました。
あと、保育園のイメージなんですが、フルタイムで働いている人のお子さんを預かってもらうという、正直私もそう思っておりました。でも、これから色々なニーズがありますので、いわゆる一時保育の延長のイメージですとか、毎日じゃなくても、週に2日、3日とか。そうしますと、従来の定員を超過しましても、何とか余裕ができるのではないか。今までの固定観念といったら申し訳ないんですが、フルタイムで働いている人のお子さんだけではなくて、色々なことを柔軟に取り入れようとしています。定員を増やしても増やしても、なかなか待機児童が減らないのは事実なのですが、それらの一時預かりなどの制度を取り入れ、少しでも減らしていきたいということで、今、こども未来局で取り組んでいるところでございます。

【篠原会長】
ぜひ多様な働き方に対応する施策を率先して進めていただければと思います。中野委員、何かございますか。
【中野委員】
私ども、企業関係では、目標６のワーク・ライフ・バランスなんですけれども、それまで右肩上がりだったんですけれども、リーマンショックでそれどころじゃないと。当時企業とすれば、ワーク・ライフ・バランス、イコール時短であろうということで、なかなか厳しいという声が上がっておりました。今回の結果をみてもワーク・ライフ・バランスという言葉を知っているかというのが、半分程度であると。ワーク・ライフ・バランスという言葉自体は、県でもやっているということを考えると増えないのは、何が原因なのかなと。一つは、ＰＲなんでしょうけれども、窓口を作ってＰＲをしていくようにしていったらいかがかなと思います。目標値ができた時が、どういう状況かは存じ上げていないのですけれども、こういう目標値の期間自体が、ワーク・ライフ・バランスを知っているかどうかという割合を上げるのに、何で、現状から9年後に80％にしないといけないのかなと、もう来年、再来年の問題なんじゃないかという風に感じているところでございます。だから全体的に、目標値の設定自体が、その各項目によって、早い時期でのある程度のパーセンテージを達成する項目と、ある程度のスパンをかけて達成する項目とあると思うんですけれども、そこをもう少し考える必要があるんじゃないかと思います。
また、育休につきましても、企業の方では最近進んできておりまして、個人情報にかかわるものもあるのかもしれないのですけれども、それぞれ人事担当者が、御結婚されてお子さんが生まれるというのを把握されているようで、じゃあ、把握されて「お前のところ子ども生まれたんじゃないか、育休とれよ」と男性に言われている企業もだんだん増えてきているようでございまして、逆に大手のところで、育休取れよと言って取らなかったら、何でお前のところだけ良い格好してからと、取らざるを得ないような雰囲気になりつつあると。まあこれは、年次有給休暇にしてもそうなんですが。そういう状況にございますものですから、さっき御回答いただきましたように、言っているんだけれども、取らないと。それは、言っているだけでは取らないですよね。そういった部分で、どの辺までが把握できる範囲なのかは分からないですけれども、そういった部分にもう少し力を注いでいただければなと思います。それと、男性と女性で育休を取るとすれば、だいたい女性がとなるんですけれども、共働きをされている中で、もう少し、賃金の関係を計算をすればですね、必ずしも男性が働かないと賃金が女性に比べて多いというわけでもない部分があるものですから、この計算の部分をですね、そういった色々な勉強会とかで、こういった方法があるとかいうのをですね、周知してもらったらなと思います。以上でございます。
【篠原会長】
ありがとうございます。市としても示唆をいただくことができたと思います。

【男女共同参画課長】
はい、ありがとうございます。実際、所管は給与課ですが、お子さんが生まれた場合、健康保険の手続きがありますので、把握はできます。お子さんが生まれたという情報を得た場合、その所属の課長に、あるいは本人に直接こんな制度がありますよ、こういう手続きがありますよというのは、周知しているところです。ただ委員が言われましたとおり、取らないとあなたのところの課長はダメなんだというところまでは、至ってないと思います。正直申しまして。そこまでに至るのは、まだ時間がかかるかなと思います。2年前でしたか、制度が変わりまして、女性が育休を取る場合に、男性も同時に取れるようになりました。せめて一週間とか、二週間とか、そういう言い方はできるようになりましたので、それも併せて伝えています。市役所の場合、期間は限定されていますが、給料はある程度補償されていますので、せめて補償がある期間はという言い方もさせてもらっている次第です。
【篠原会長】
確かに、リーマンショックという背景があるんだろうと思いますけれども、ワーク・ライフ・バランスに関するセミナーの依頼がすごく減ったんですよね。実は、明日、県の西部農業指導センターに行くのですけれども、そこでは実現に向けての具体策をワークショップ形式でやってほしいと。ここで言う、知っている知らないということではなくて、5年スパンぐらいで、一気に周知させてないといけないぞとか、その次にはもうそれをどう具体的に実現するかということを職場の中で、実際自分たちで考えていくという風にやっていかないと、ワーク・ライフ・バランスは実現できないんだなと。そういったこともぜひ、職場研修の中で、取り入れられたらどうかなと思います。
続いて中村委員。

【中村委員】
17ページを見ますと、総体としての数値で、他の所管部分を含めると49億円ぐらい増えているというところでいくと、総体としては、男女共同参画の推進において成果を上げていらっしゃるという風に、評価できるのではないかと思いますが、個々の取組については、各委員さんが言われましたとおり、改善点もあろうかということで考えています。
その点で3点ほどお伺いしたいんですが、1つは5ページのところでまちづくり団体、1,111団体ということでずいぶん増えております。この内、子育てとか男女共同参画の推進に係る団体数というのは、どれくらい、本当に増えているのかという点は把握されていらっしゃるのかどうか、これが一つと。
それと6ページと17ページのところで、男女共同参画推進センターの指定管理ということですが、ここは200万円ほど下がっているのと、17ページのところの指定管理の人件費等の部分が100万円ほど下がっているのと、総体では他の部分で費用が上がっているんですけれども、この指定管理の制度そのものが問題点があるのではないかと我々は言ってきております。それは、これらの指定を受けているＮＰＯ法人が低い価格に抑えられた上で、事業を展開しないといけないということで、頑張っていらっしゃるんですが、これを受けることによって、ある意味、逆にそういう推進をしている団体が、経済的に大変になって、手を挙げなくてはいけないという意味で言うと、指定管理の制度そのものをちょっと考えていただいて、経費の部分について再考をしていただけないかなというのが、希望として一つあります。
それから、9ページのところで、地域子育て支援拠点事業というところで、これもＮＰＯが各地域で活動をしております。これもほぼ30数万円下がっておりますけれども、ほぼ維持はしているんですけれども。これから、子育てというのは重要な支援策になろうかと思います。そういう意味で言うと、ここら辺の予算措置、もう少し高くした方が良かったんじゃないかなと思います。総体としては、非常によく頑張っていらっしゃるとは思うんですけれども、この3点について、御意見を聞かせていただければと思います。
【男女共同参画課長】
まちづくり関係のこれらのＮＰＯ団体の総数なんですが、これらは社協などに登録する団体の総計です。具体的な子育てあるいは男女共同参画の数字の把握はできておりません。
続いて、予算額、なぜ下がったか、ゆいぽーと２年目に入ります。どうしても１年目は、初期投資といったら大げさかもしれませんが、１年目の額が大きくなります。人件費、これは指定管理をしていただいている総定員をもとに人件費を計上しています。指定管理期間は4年ございますが、初年度はやはり一番高く、2年目以降が若干下がるといった傾向があります。
地域子育て支援拠点事業なんですが、これはこども未来局の所管ですが、新たに2か所、補助を受けたいと、事業の方は拡充という方向でございます。子育て支援そのものは、拡充です。
【信政委員】
広島市男女共同参画推進センターを運営して3月でちょうど一年になりますけれども、今おっしゃってくださったように、確かに私たちが応募した時点で、ギリギリのところであまり価格も、入札も私たち一団体でしたので、私たちのところに決まったというところで、実際予算額なんですが、一年間やってみまして、1年目は、書類なり本当に色々なものを購入しなくてはいけないと。作ったり、購入しないといけないものが、ずいぶんと出てきて、実際かなりのお金を使ってきて、2年目に入って減額になっているのは、私たちの予算当初の決めているとおりなんですね。指定管理制度というのは、4年間を決めて、その通りにやっていくという制度で、プラスもなく、マイナスもなくいくんですけれども、やってみますと、本当に市民のためになるようにと気をつければつけるほど、お金が要ります。それでも何とか、知恵で工夫をしながら、子ども室の方をボランティアの方が手伝ってくれるというので、危険箇所を直して頂いておりますが、本当にそういった市民の力を借りて、業者ではなく、一個ずつやっていくということがかなり、増えていますけれども、それが男女共同参画の参画という部分で、どれだけの税金が使われて、どれだけの市民が参画できるかという部分では、御協力をずいぶんと訴えてお願いしてやってきているところです。
そういう点でおいても、主催事業、共催事業、協働事業、館内での事業、外での事業、かなりたくさんの方と実施しました。共催、協働というのが、30団体というところとやってきましたので、これは1年目にしたら、とてもたくさんの方と協働ができたなと喜んでおります。そのことで、やっていくことで、やはり職員と他団体の人とで、打ち合わせをやっていきますが、もう少し、先ほど、1万人の推進員というのがいましたけれども、推進員というのが、60名ほど広島市では登録なさっていらっしゃっていまして、私共の方の、役割として男女共同参画課の方とうまく詰め合わせないといけないと思っているのですが、6ページのところに、推進員の養成講座とフォローアップ研修となっているんですけれども、この養成講座とフォローアップ研修をしているだけでは、推進員さんの活動というのは活発になってはいかないんですね。日々の活動をどうやって支援していくのかというのをもう少し、話合いをしなくてはいけないなと思うんですけれども、できれば私が思うには、男女共同参画推進センターになったのだから、私たちの予算の少ないながらも一定の予算を取って、推進員さんの活動を支援しながら、60人が60人何かしらで動いていただくということが、大事になってくるんじゃないかなというのが、常々思っているのですが、会議をする度に、じゃあどれだけ予算がいただけますかというのが問題になるんですね。その点で、今回少しは取っておりますけれども、それぐらいではどうにもならないというような会議の内容でしたが、いずれにしても推進員の立ち位置と私たちの役割というのをはっきりさせていただくと動きやすいと思います。
全体の目標としては、大きくて、20万の目標のところが21万の人が出入りしていただきましたので、まだまだ伸びていっています。私が大きな励みになっているのが、皆さん「とても良かった。」と言ってくださるので、きれいになったし、使いやすいし、自分で言うのもなんですが、対応もとても良いと言っていただけるので、とても喜んでおります。すみません、感想のようなことになってしまいまして。ありがとうございます。
【篠原会長】
では、北仲委員、お願いします。

【北仲委員】
12～13ページのドメスティック・バイオレンスのところについてですが、2点ありまして、市のセンターができまして、頑張っていただいていると思うんですけれども、相談窓口だけじゃなくて、13ページにもありますように、実際に相談員が付いて、同行して、色々サポートをすることが本当に大事なところなので、そこを継続して予算が付いているというのは、ありがたいなと思いました。それから、13ページのところで、新規でデートＤＶのパンフレットを高校生向けに作成、配布するということで、予算が付いたようなのですが、これは数年前から内閣府が非常に推進していて、２～３年には、全国的にかなり取組があって、県内の他の市町村で配布をしていることは知っているんですけれども、全体の方向としては賛成なんですけれども、問題はコンテンツと配り方とか配った時の対応で、高校生の方に講演をしてくれと言われることが私なんかもあるんですけれども、確かに恋愛を始めて、ＤＶやストーカーを体験し始める世代でもあるんですけれども、大抵この子たちにＤＶの話を始めると、「あっ、うちのお父さんとお母さんのことだ。」という風に、気付くこともあるわけで、高校生は、自分たちがデートＤＶの当事者でもあるけれども、虐待の家庭の被虐待児でもある可能性があるので、非常にこれを初めて考えはじめて助けになる可能性もあるけれども、自分のところのお母さんとお父さんの問題を指摘するきっかけになる可能性も非常に高いんですよね。性に対する意識とか発達段階の子というのは、色々な子たちが混じっているので、私たちも大学でこういう授業をすると必ず授業の後、相談になっちゃうんですよね。必ず当事者がいて、「あの、私…」ってなるんですよね。ですから、配布する時に、これを学校で配るのであれば、学校の先生がこれについて、答えられないといけない、誰かの相談に乗ったり、フォローできないといけないわけで、そこの部分で学校の先生方が、デートＤＶや児童虐待の問題について理解を深めていただくという取組と並行してやっていただかないと、パンフレットが浮いてしまうとか、持て余してしまうとか、ということが起きていくんじゃないかということを少し心配しています。非常に難しいところなんですが、そういう風に進めていただければと思います。
【男女共同参画課長】
私どもの思いは、北仲委員と全く同じです。ここで言う予算49万円、これは正直申し上げて印刷経費だけです。中身をどうするかは、他都市の例を参考にしたり、また委員に御相談させていただきたいと思っています。
問題は、どのように配るかです。ここでは、高校生全員に配りますけれども、ただ配るだけだとごみになりかねないので、最初は、成人式や専門学校にも配ったらどうかという意見がありましたが、一声かけないとごみになりかねないので、高校だけにしました。今、市立高校については、校長会などに説明に行っております。これから、県や私立にも行きたいと思います。とにかく説明をしながら、配らないと頭に入ってこないのは、事実です。学校での受け皿、子どもたちが相談する相手は、先生、担任をはじめ、養護教諭や生徒指導主任の方です。そういう方々にも事前に周知は図りたいと思います。相談機関なんですが、現にＤＶセンターもデートＤＶの相談を受けておりますけれども、本格的な機関ではありません。

それと、出前講座なんですが、人権擁護委員がここ何年かデートＤＶにを取り組んでおられます。人権擁護委員の方も各学校に入りたい気持ちはもっておられますが、ただ各学校の高校のカリキュラムがいっぱいの状態で、30分や1時間を単独で取るのは、非常に困難だと言われております。たとえば、せめて保健体育の時間の15分でいいですから、行かせてもらえませんかといった形で、入りこんでいきたいと思います。
【篠原会長】
牛来委員どうですか。

【牛来委員】
ソアラサービスの牛来と申します。私自身は、子どもが3歳と5歳の時から、パートを始め、社員となり、最後起業したという経歴があります。働く女性という立場。弊社では、私を含め9名スタッフがいるんですけれども、その中の8名が女性、そのうち2名がパートという現状の中で、採用サイドの立場からお話をさせていただきます。実際こういう一つ一つの項目について、これがどうということはございませんで、逆にここに記載されていない中で、企業という立場から何があるかなと思いますと、実は２つあります。
私自身が、仕事を始めるとき、もしくは採用するとき、一番気になったのが、子どもの保育等もそうなんですが、食べることが心配なんですよね、夕ご飯をどうしようかなと。民間の企業も宅食サービスとか色々進めていると思うんですけれども、やっぱり費用の問題とかがあると思います。一方じゃあ、海外の女性が働くということで、情報不足の中でも、ふっと思い浮かぶのが、タイだったら屋台が充実してご飯を作る心配がなく、女性が働いている。中国だったら、子どもが結婚したら、おじいちゃん、おばあちゃん仕事を辞めて孫をみるというのが当たり前になっている。また、それが良いかどうかはわからないんですけれども、何か民ではないからこそできる、食の部分を支援できる制度ができないのかなと思います。それが何かというのが提案できないのが、もどかしいんですけれども。例えば今、学校給食というのは、児童が減っているので、給食のおばちゃんは減っていると思うのですが、給食のおばちゃんみたいな人が、学校への給食ではなくて、夕飯のサービスでできないかなと。それがまた、安く利用できる制度であったらうれしいですね。
それともう一つ、採用側としてですが、弊社の役職者で執行役員には女性がおりますが、どうしても社員も執行役員も独身女性なんですよね。年齢が、30代から40代、本当は結婚してほしいんだけれども、子どもをバンバン産んで次の世代を作ってほしいのだけれども、でも採用側として、今辞められたら困るなとか色々あるんですね。その中で、何で、今パートの二人は、短時間で交代制でやっているのかなと考えた時に、もちろん本人の能力もあるのかもしれませんが、５時以降にどうしてもやらなければいけない仕事であったりとか、会社としてのイベント、行事であったりだとかということが、入った時に、毎日とは言わないけれども、気にせず頼めるかなと考えたときに、頼めない。時間を気にせず仕事をしてもらえる人は、どんどん社員になったり、執行役員になったりしますけれども、どうしても、3時にはとか5時には帰らないといけないんですという女性たちに対して、現状としてじゃあ、しょうがないから、その方たちには短時間で働いていただこうという風に割り切って、（ごめんなさい）それ以上のことを求めない。そうなると上にも上がれないという現状があります。
それとこれは質問なんですが、先ほど、保育の問題が色々出てきましたけれども、5時以降の保育となると現状としては、どうなのでしょうか。女性が、役職になるべきだと色々言われていますけれども、環境の整備が整っていて、女性自身が私はここまでと思ってそうしないのか、あるいは、やる気がある女性であればできるような受け皿があるのか、という質問です。
【龍山委員】
現状は、６時から６時半くらいまでが普通保育です。それから、1時間延長、2時間延長、3時間延長とありますので、10時までのところもあります。日曜日、祭日の保育もあります。ただし、有料です。
【牛来委員】
それは、受け皿として、十分にあるんですか、

【龍山委員】
十分にあると思います。ただそれは、その場所に連れていかなくてはいけないというのが生じますけれども、全部の園で延長保育をしているかと言いますと、公立も努力していますけれども、そんなに多くはないです。私立の方が多いということで、現状としてはそうです。

【篠原会長】
平谷委員、何かございますか。

【平谷委員】
それでは、2点。
一番最初の篠原会長がおっしゃっていた公務員の方の管理職登用についてですけれども、結論的には篠原会長がおっしゃってることに賛成です。それは、今の年功序列的な形では、おそらく実現できないと思います。課長のおっしゃってるのは、年功序列を前提としてのお話だったと思います。そこに噛み合っていない感じをずっと抱えておりました。おそらく制度的なものを抜本的に何か変えない限り、実現しないというのが、両者のお話を聞いて思いましたので、お願いはですね、その辺をどうしたら良いかということについて、この会議の後に議論していただきたいなというのが、一つです。
もうひとつは、基本目標2に関してのところです。この2の中の、施策の目標の2番目「男女の地位について「平等になっている」と感じている男女それぞれの割合を増やすというのが下がって、特に女性については、一ケタになっているということは非常に大きな問題だと思います。
私の仕事の対象になっています、ＤＶの問題であったり、セクハラの問題であったりについても、多少のことは許されているという社会の雰囲気というものを感じとって加害が行われてるということは、確実にあります。非常によろしくない状況だと思っているところです。こういう状況からすると、事業としては、新たな手を打たないといけないと思うんですけれども、事業としては、継続のものしかないというのが、ちょっと残念でした。来年度をどう打開するかというのをやはり、新しい事業をぜひ男女共同参画課において練っていただいて、具体的にどうするかというのを踏み込んでいただく必要があると思っています。
それなので男女共同参画課は人権啓発部に属しておられて、だいたいパンフレットを作って、広報、啓発というのが本来的な事業の取組だと思うのですが、それがおそらくこの状況ではＶ字回復はしないと思うんですね、具体的には、その施策を取らないと思っていて、本当の具体的な施策については、ここでお話できるものはないんですが、先ほどの地域活動のお話を聞いていて、私も今年ＰＴＡ役員をやって、来年子ども会の役員をやることになっていて、子ども会は非常に大変だなとすでに感じているところなんですが、そういう中でも非常に難しいのは、ＰＴＡも子ども会もお母さんばかりでという問題もあるんですが、お母さんも昼間は地域にいません。多くの方はそこでは、なくて職場にいます。そうすると、みんながいる場所に具体的に入っていかないと、この意識醸成も変えられないんじゃないかと思います。例えばということで、できるかどうかということは度外視して、申し上げますが、やはり大人がいるのは、企業、事業所です。ここにも、たくさん事業所に関係する方がいらっしゃるので、できたら企業と連携して意識醸成を図るようなモデル事業を検討していただけないかなと思います。そこで成果と課題を検証していただいて、それを民間企業を通じてどうやって広げるかということを考えていただいてみてはどうかなというのが、これが一つの提案なんですが。少なくとも、この意識が下がっていることを上げるために、新たなことを何かしていただければというのが、私からのお願いです。
【男女共同参画課長】
2ページのこの「平等になっている」と感じている男女それぞれの割合なんですが、辛いのは、質問の仕方が、男性優位か女性優位か平等かという聞き方なんです。男性優位だと思っている人が過半数いるのは事実なんですが、男性優位の割合が下がれば、今度は女性優位の割合が増えるんです。結局平等だと言う人はそんなに、増えてこない。平成21年度は、確かに多かったんですが、他の年度は、だいたい10％前後です。男性優位を減らして、それを女性優位に回さずに、平等にとどめていくため、データを分析しながら、どんな方法があるか、考えているところでございます。
【篠原会長】
平谷委員が、言われたことで、橋本委員がポジティブアクションと具体的に言われていますので、ぜひ課長と一緒に考えていきたいと思います。最後になりますけれども、大原委員、初めてでしょうが、いかがでしょうか。
【大原委員】
私も、この場に初めて参加をさせていただいて、皆さんの論議にまだまだ付いていってないなというのが、実情であろうかと思います。
労働組合としましては、基本目標の4、働く場における男女共同参画の推進のところでデータも色々と作られているところでありますが、組合という組織を通じた啓発活動というのは、これまでも取り組んでおりますし、今後も力を入れていかないといけない部分であろうかと思います。今回の会議では、広島市としての事業の推進というところがメインであろうかと思いますが、労働組合というのは、推進というよりもどちらかと言うと、トラブルが発生した時の、相談相手という機能の方が強いのではないかなと思っております。現在、この4月、5月を中心に連合広島といたしまして、ライフサポートセンター、内容は、労働問題何でも相談ということなんですが、様々な職場でのトラブル、セクハラ、パワハラ、不当解雇といったことが起きたときに、無料で相談できる窓口を開設していますといったチラシを広島市内全域に新聞折り込みをいたしまして、市民、組合に入っていない方からの相談も受け付けるようにしております。そういったことを通じて広島市と労働組合が係っていけることを色々と探しながら、できるだけの御協力をぜひとも、させていただきたいと思います。今日はこれくらいの発言で、申し訳ありません。
【篠原会長】
ありがとうございます。ちょっと、時間がいっぱいになりましたので、お手元の方にチラシ、パンフレットがありますので、これをまた見ていただいて次回の時にまた、これに対する御意見等があればお話しいただければと思います。最後に人権啓発部長から一言お願い致します。

【人権啓発部長】
長い時間、様々な御意見をいただき、ありがとうございます。今日お集まりの皆様は、一昨年の8月に委員に御就任いただき、任期が2年ということで、今回の会議が任期中最後の会議でございます。様々な御意見をいただきまして、大変ありがとうございました。
特に今日いただきました御意見の一つ一つは、頑張らないといけない、大変なことが多いと思います。特に人の意識に係るところ、色々な施策を行いますが、その後で人の意識がどのように変わるのかというところをきちんと捕えたいと思っております。何かをしたらすぐ効果が上がるということではないんですが、今色々な方から企業を活用してはどうかという意見が出ました。また、男女の平等感というのがこんなに下がっているというのは、数字の取り方ということもあるのですけれども、確かに以前から職場における平等感というのは、低いんですね。学校や家庭における平等感は高いんですけれども。職場における平等感、地域における平等感は低いんです。そういう意識の問題への取組みについては、男女共同参画審議会の皆様方からも、色々御提案とかいただきながら、効果的な事業を進めていけたらと思っております。
この２年間、色々と御協力いただきまして、本当に感謝申し上げますと共に、今後の広島市男女共同参画を進める上で、より一層御尽力いただきますようにお願い申し上げて、私のあいさつとさせていただきたいと思います。本当にありがとうございました。
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